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 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、物品役務等の名称及び数
量、契約締結日、契約先の名称、契約金額等
と併せ、次に掲げる情報を公表します。
 当法人の役員経験者及び課長相当職以上
経験者（当法人ＯＢ）の人数、職名及び当
法人における最終職名
 当法人との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める当法人と
の間の取引高の割合が、次の区分のいずれ
かに該当する旨
３分の１以上２分の１未満、２分の１以
上３分の２未満又は３分の２以上
 一者応札又は一者応募である場合はその
旨

 当方に提供していただく情報
 契約締結日時点で在職している当法人Ｏ
Ｂに係る情報（人数、現在の職名及び当法
人における最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び当法人との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して原
則として72日以内（４月に締結した契約につ
いては原則として93日以内）

５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 独占禁止法に違反する行為があった場合の
措置 独占禁止法に違反する行為があった場
合は、入札は無効となり、契約締結後にあっ
ては、損害賠償金の請求を行うとともに契約
を解除することがある。
 入札の無効 入札説明書による
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 最低価格落札方式
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KIMURA Takahide, Pre‑

sident, National Agencey for Automobile

and Land Transport Technorogy.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the service to be

required : Improvement of the online no‑

tification system for electronic customs

clearance certificates, etc. 1 Set.

 Nature and quantity of the services to be

purchased : as per the specifications.

 Delivery period : as per the specifica‑

tions.

 Delivery place : as per the specifications.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligiblefor

participating in the proposed tendersare

those who shall :

 Have a Grade A in the service in terms

of qualification for participating in gen‑

eral competition (Single qualification for

every ministry and agency) in the fiscal

year 2025, 2026 and 2027.

 Others are based on a bid description.

 Contact point for the notice : National

Agency for Automobile and Land Trans‑

port Technology, 4F Sumitomoseimei

Yotuya Building 441 Yotsuyahonshiocyo
Shinjukuku Tokyo 1600003 Japan.
TEL : 0353633443
Mail : nyusatsu-honbu@naltec.go.jp

 Time limit of tender : 2 : 00 PM 20 May

2025

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年３月 31 日
契約責任者
日本郵便株式会社
中央郵政研修センター長 山田雄一郎

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 件名及び数量 日本郵便株式会社中央郵政
研修センター社屋清掃請負 一式
 特質等 仕様書による。
 履行期間 令和７年７月１日から令和８年
６月30日まで（自動更新条項付。最大４回）
 履行場所 仕様書のとおり

 入札、開札の日時及び場所 令和７年６月
２日15時00分 日本郵便株式会社中央郵政研
修センターＡ館１階会議室

２ 取引先資格 次に該当しない者であること。
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者。但し、制限行為能
力者であって契約締結のために必要な同意を
得ている者を除く。
 日本郵便株式会社から取引制限を受けてい
る者でその制限期間を経過しない者
 会社法の特別清算の開始を命じられ、若し
くは同清算開始の申立をされ、又は破産法の
破産手続開始、会社更生法の更生手続開始若
しくは民事再生法の再生手続開始の申立を
し、若しくはされた者。但し、手続終結者を
除く。
 反社会的勢力と認められる者
３ 入札者に求められる義務 参加希望者は入札
説明書に示す資料等を令和７年５月23日17時00
分までに下記４に示す場所に提出すること。
４ 問合せ先 〒1868798 東京都国立市西二丁
目18番４号 日本郵便株式会社中央郵政研修セ
ンター担当 柚木 忍 電話0425736822
５ その他
 入札の無効 入札参加に必要な条件を満た
さない者の入札及び入札の条件に違反した入
札
 手続で使用する言語・通貨 日本語・日本
国通貨
 契約保証金 不要
 落札者は日本郵便株式会社が定める金額の
範囲内で、最低価格の入札を行った者とする。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Contracting entity : YAMADA Yuu‑

ichiro, General Manager of Central Train‑

ing Institute of Postal Services, Japan Post

Co., Ltd.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and quantity of the services to be

required : Cleaning of Central Training In‑

stitute of Postal Services, Japan Post Co.,

Ltd.

 Fulfillment period : From 1 July 2025 th‑

rough 30 June 2026

 Fulfillment place ; By specification

 Time limit for tender : 5 : 00 PM 23 May

2025

 Contact point for the notice : YUNOKI

Shinobu, Central Training Institute of Post‑

al Services, Japan Post Co., Ltd. 2184
Nishi, Kunitachi‑City, Tokyo 1868798,
Japan TEL 0425736822

入札公告の取消
次のとおり取り消します。
令和７年３月 31 日
日本年金機構本部調達管理部長 篠原 伸宏
◎調達機関番号 428 ◎所在地番号 13
令和６年12月18日付（号外政府調達第237号・

67ページ）掲載の入札公告第101号「国民年金及
び厚生年金保険の適用業務等に関する年金電話相
談等業務」を取り消します。

入札公告（建設工事）の訂正
次のとおり訂正します。
令和７年３月 31 日
支出負担行為担当官
九州地方整備局副局長 坂井 功

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 40
１ 掲載日
令和７年３月５日（号外政府調達第40号）

２ 訂正内容
 24ページ２段36行目～37行目 １ 工事概
要「工期 契約締結日から令和８年３月19
日まで」を「工期 本工事は、受注者の円滑
な工事施工体制の確保を図るため、事前に建
設資材、労働者確保等の準備を行うことがで
きる余裕期間を設定した工事である。余裕期
間内は、主任技術者又は監理技術者を設置す
ることを要しない。また、現場に搬入しない
資材等の準備を行うことができるが、資材の
搬入、仮設物の設置等工事の着手を行っては
ならない。なお、余裕期間内に行う準備は受
注者の責により行うものとする。
工期：令和７年８月18日から令和８年３月19
日まで（余裕期間：契約締結日の翌日から
令和７年８月17日まで）
なお、低入札価格調査等により、上記の工
事の始期以降に契約締結となった場合には、
余裕期間は適用しない。」に訂正します。




		2025-03-29T11:30:17+0900
	C＝JP,O＝Cabinet Office,CN＝Cabinet Office
	NationalPrintingBerau
	内閣府より署名済み


	



